
        最低賃金額の大幅な引き上げを求める会長声明 

 

２０２５（令和７）年６月２４日 

東京弁護士会 会長 鈴木 善和 

 

東京都区部の消費者物価指数（総合指数）は、前年同月比で４５ヶ月連続で

上昇しており、今年５月（中旬速報値）は１１１．１（２０２０年＝１００）

となり、前年同月比で３．４％上昇している。特に個別費目中食料の速報値は

１２３．２（２０２０年＝１００）、前年同月比は５．８％上昇となり、物価

上昇が低所得者を直撃している。東京都の最低賃金は、令和６年１０月１日か

ら５０円引き上げられ、時間額１１６３円となったものであるが、その上昇幅

は上記のような物価高による目減りによって相殺されてしまい、労働者の生活

水準の底上げを図るには極めて不十分である。 

政府の経済財政諮問会議における「経済財政運営と改革の基本方針 ２０２

５」（「骨太の方針２０２５」）でも、第２章（賃上げを起点とした成長型経

済の実現）で、中小企業・小規模事業者の賃上げの促進を謳い、「２０２０年

代に全国平均１，５００円という高い目標の達成に向け、たゆまぬ努力を継続

する」とされており、その方向性は歓迎すべきものであるところ、近年の物価

上昇基調を考えれば、中小企業・小規模事業者の賃金を実質的に底上げするに

は、「２０２０年代に１５００円」という政府目標はできる限り前倒しで達成

される必要があり、最低賃金額はより速やかに大幅な引き上げが行われるべき

である。 

 もっとも、最低賃金の大幅な引き上げに際しては、中小企業に対する手当て

も必要である。最低賃金に合わせて賃金を引き上げようとする場合には、法人

税・所得税の税額控除等をさらに進めるとともに、社会保険料の事業主負担を

減免する必要があるし、助成金等も検討すべきである。 



 また、中小企業が賃金上昇分を価格に転嫁することが妨げられてはならない。

このため、取引先に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律が

禁止する優越的地位の濫用を防ぎ、下請代金支払遅延等防止法に違反しないよ

う、公正取引委員会と中小企業庁が監視・指導を進めるべきである。 

 当会は、中央最低賃金審議会、東京地方最低賃金審議会及び東京労働局長に

対し、労働者が健康で文化的な生活を営めるよう最低賃金額を大幅に引き上げ

ることを、政府に対しては大幅な引き上げを進めるため中小企業を支援するこ

とを、公正取引委員会及び中小企業庁に対しては労務費の価格転嫁を可能とす

る公正な取引を確保することを、それぞれ求めるものである 。 

        


